
事業名 沖縄駐留軍離職者等対策費

１．予算措置状況 令和５年度 7,584千円（令和４年度 6,809千円）
事業期間：S48～

２．事業の概要
(1) 目的

駐留軍関係離職者等の再就職の促進及びアスベスト健康被害の救済を図る。

(2) 事業の内容
・駐留軍離職者等に対する職業訓練、職業紹介、アスベスト健康相談等を実施して
いる（一財）沖縄駐留軍離職者対策センター（以下｢離対センター｣という。）へ
の補助金交付。

・県立駐留軍従業員等健康福祉センター跡地利活用に係る不動産鑑定の実施。

〈事業スキーム〉
＜補助金＞

沖 縄 県

補助金交付 補助金交付申請
〃 実績報告

(一財)沖縄駐留軍離職者対策センター

①予算区分：補助金
②補助対象：（一財)沖縄駐留軍離職者対策センター
③補 助 率：75%

(4) 期待される事業効果
離対センターが実施する駐留軍関係離職者等の再就職職業相談や職業訓練等に

より、駐留軍等労働者の雇用の安定を図るとともに、アスベスト健康相談において、
健康不安の解消、労災申請の支援を行い、被害救済を図る。

３．事業実績
年度 過去３年間

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度

再就職関係相談 746 741 989
無料職業紹介 74 75 63
職業訓練 61 56 61
ｱｽﾍﾞｽﾄ関係相談 431 543 563

４．関係法令、条例、規則等
沖縄駐留軍離職者等対策補助金交付要綱

新・沖縄21世紀ビジョン 3-(11)-ア-⑤ 駐留軍等労働者の雇用対策の推進


